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(百万円未満切捨て)

(1) 連結経営成績(累計) (％表示は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

26年3月期第1四半期 88,250  4.5  10,510  27.5  12,249  34.9  7,804  36.9

25年3月期第1四半期 84,411  7.6  8,246  △4.6  9,077  △5.0  5,699  △55.8

(注)包括利益 26年3月期第1四半期 10,729百万円( ％) 181.4 25年3月期第1四半期 3,813百万円 ( ％) △70.1

1株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
1株当たり四半期純利益 

円 銭 円 銭 

26年3月期第1四半期  39.45  37.12

25年3月期第1四半期  29.03  27.37

総資産 純資産 自己資本比率 

百万円 百万円 ％ 

26年3月期第1四半期  428,297  296,249  68.9

25年3月期  432,249  290,862  66.9

(参考)自己資本 26年3月期第1四半期 295,158百万円 25年3月期 289,373百万円 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

25年3月期 － 26.00 －  26.00 52.00

26年3月期 －

26年3月期(予想) 26.00 －  26.00 52.00

(注)直近に公表されている配当予想からの修正の有無： 無

3. 平成26年3月期の連結業績予想(平成25年4月1日～平成26年3月31日)

(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1株当たり 
当期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 375,000  3.1  49,000  11.3  51,500  12.3  32,000  11.8  161.76

(注)直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有

詳細は、添付資料P.5～6「1.(3) 連結業績予想等に関する定性的情報」をご覧ください。



※ 注記事項 

  

 

  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  

  

  

 

  

(4) 発行済株式数(普通株式) 

 

  
  

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 

  

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 

  

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ：  無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(注)詳細は、添付資料P.7「2.(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用」をご覧ください。

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 無

② ①以外の会計方針の変更                      ： 有

③ 会計上の見積りの変更                        ： 無

④ 修正再表示                                  ： 無

(注)詳細は、添付資料P.7「2.(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 26年3月期1Q 225,000,000株 25年3月期 225,000,000株

② 期末自己株式数 26年3月期1Q 26,905,393株 25年3月期 27,384,993株

③ 期中平均株式数(四半期累計) 26年3月期1Q 197,828,671株 25年3月期1Q 196,331,288株

(注)ＮＲＩグループ社員持株会専用信託が保有する当社株式を自己株式に含めて記載しています。

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時

点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。

(1) 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記載は、当社が現時点で入手している情報及び合理的であ

  ると判断する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業

  績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提及び業績見通しのご利用にあたっての

  注意事項については、添付資料P.5～6「1.(3) 連結業績予想等に関する定性的情報」をご覧ください。 

(2) 決算補足説明資料は、本決算短信と同時にＴＤｎｅｔで開示しており、当社ホームページにも速やかに掲載しま

  す。また、本日開催予定のアナリスト・機関投資家向け決算説明会での説明資料についても、併せて当社ホーム

  ページに掲載します。



(参考) 平成26年3月期の個別業績予想(平成25年4月1日～平成26年3月31日) 
(％表示は対前期増減率) 

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有 
詳細は、添付資料P.5～6「1.(3) 連結業績予想等に関する定性的情報」をご覧ください。 

  売上高 経常利益 当期純利益 
1株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

 通期  345,000  2.3  47,000  12.5  29,000  34.6 146.59
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当第1四半期累計(自 平成25年4月1日 至 平成25年6月30日)の国内景気は、昨年末からの円安・株高基調を背景

に、持ち直しています。企業の情報システム投資に波及するには今しばらく時間がかかると思われるものの、企業の

投資意欲は高まりつつあります。 

このような環境の中、当社グループ(当社及び連結子会社をいう。以下同じ。)は、コンサルティングからシステム

開発・運用まで一貫して提供できる総合力をもって事業活動に取り組みました。また、中長期的な成長を実現するた

め、強みをさらに伸ばしつつ新しい分野での成長施策を推し進めています。 

金融業界ではＮＩＳＡ(少額投資非課税制度)の導入を控えており、当社はいち早くこれに着手し、来年1月の開始

に向け対応を進めています。今後も制度改正に着実に対応することにより、共同利用型サービスの一層の事業拡大に

努めていきます。 

データセンター事業については、最新鋭の技術により安全性・拡張性・環境性能をさらに向上した東京第一データ

センターが昨年度に完成しサービスを開始しました。データセンターはビジネスや社会を支える重要なインフラであ

るとの認識の下、既存のデータセンターも含め一層の安全・信頼性を確保するとともに、システムの安定運用に努め

ていきます。  

海外事業については、今後も高い成長が期待されるアジアを中心に、コンサルティングとＩＴソリューションの両

面でサービスを提供できる体制づくりを進めています。日系企業の海外進出を支援するとともに、現地政府・企業へ

のサービスも拡大していきます。また、人材面においては海外研修制度を一層充実させるなど、グローバルビジネス

に対応する人材の育成を進めていきます。 

  

当社グループの当第1四半期累計の売上高は、前年同期を上回り88,250百万円(前年同期比4.5％増)となりました。

不採算案件による影響が減少したことにより収益性が向上し、売上原価は62,498百万円(同1.5％増)、売上総利益は

25,752百万円(同12.9％増)となりました。販売費及び一般管理費は、今後の事業拡大に向けた人員増加や信託型従業

員持株インセンティブ・プランに係る福利厚生費の増加により人件費が増加し、15,241百万円(同4.7％増)となりま

した。営業利益は10,510百万円(同27.5％増)、売上高営業利益率は11.9％(同2.1ポイント増)、経常利益は12,249百

万円(同34.9％増)、四半期純利益は7,804百万円(同36.9％増)となりました。 

  

＜セグメント情報＞ 

セグメントごとの業績(売上高には内部売上高を含む。)は次のとおりです。 

  

(コンサルティング) 

当セグメントは、政策提言や戦略コンサルティング、業務改革をサポートする業務コンサルティング、ＩＴマネジ

メント全般にわたるシステムコンサルティングを提供しています。 

海外においては、今後も高い成長が期待されるアジアを中心に、日系企業の海外進出を支援するとともに、現地政

府・企業へのサービスも拡大していきます。 

当第1四半期累計は、業務コンサルティングや公共向けコンサルティングが増加し、売上高は5,103百万円(前年同

期比10.2％増)、営業利益229百万円(前年同期は営業損失147百万円)となりました。 

  

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報
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(金融ＩＴソリューション) 

当セグメントは、主に証券業や保険業、銀行業等の金融業顧客向けに、システムコンサルティング、システム開発

及び運用サービスの提供、共同利用型システム等のＩＴソリューションの提供を行っています。 

金融業界ではＮＩＳＡ(少額投資非課税制度)の導入を控えており、当社はいち早くこれに着手し、来年1月の開始

に向け対応を進めています。今後も制度改正に着実に対応することにより、共同利用型サービスの一層の事業拡大に

努めていきます。また、金融商品のコンサルティング型営業を支援するフロントシステムや共同利用型インターネッ

トバンキングシステムのさらなる顧客獲得を進めています。 

当第1四半期累計の売上高は、証券業、保険業向け開発・製品販売が減少したものの、証券業主要顧客への

ＴＨＥ ＳＴＡＲの提供開始や株式市場の活況を受け、証券業を中心に運用サービスが増加しました。証券業向け運

用サービスにおいてシステム障害によるコストが発生したものの、不採算案件による影響が減少し収益性が向上しま

した。 

この結果、売上高51,787百万円(前年同期比1.0％増)、営業利益6,059百万円(同66.9％増)となりました。 

  

(産業ＩＴソリューション) 

当セグメントは、流通業、製造業、サービス業や公共向けに、システムコンサルティング、システム開発及び運用

サービス等の提供を行っています。 

顧客基盤の拡大に向け、産業分野においても多くの顧客を持つコンサルティング部門と連携してＩＴソリューショ

ンの提案を行う取組みを進めています。また、各企業の独力によるＩＴ対応が難しくなりつつある中、企業のＩＴ部

門の構造改革支援を、当社のシステムコンサルティングとＩＴソリューションを生かして進めていきます。 

当第1四半期累計の売上高は、製造・サービス業、流通業向け開発・製品販売を中心に増加しました。顧客基盤の

拡大に向けた案件への取組みに伴うコストが増加したものの、プロジェクト管理の強化に努めたことにより収益性が

向上しました。 

この結果、売上高20,700百万円(前年同期比5.3％増)、営業利益1,650百万円(同47.3％増)となりました。 

  

(ＩＴ基盤サービス) 

当セグメントは、主に金融ＩＴソリューションセグメント及び産業ＩＴソリューションセグメントに対し、データ

センターの運営管理やＩＴ基盤・ネットワーク構築等のサービスを提供しています。また、様々な業種の顧客に対し

てＩＴ基盤ソリューションや情報セキュリティサービスを提供しています。このほか、ＩＴソリューションに係る新

事業・新商品の開発に向けた研究や先端的な情報技術等に関する研究を行っています。 

顧客基盤の拡大に向け、顧客に対し、ＩＴ基盤の刷新だけでなく、顧客の業務改善や収益改善につながるＩＴ基盤

ソリューションを提案する取組みを進めています。 

当第1四半期累計の外部顧客への売上高は、大型のＩＴ基盤構築案件があり、開発・製品販売を中心に増加しまし

た。コスト面は、上記案件に伴い外部委託費が増加したほか、東京第一データセンターの開業による一時コストが発

生しました。 

この結果、売上高26,072百万円(前年同期比2.7％増)、営業利益1,981百万円(同29.8％減)となりました。 

   

(その他) 

上記4つ以外の事業セグメントとして、システム開発や運用サービスの提供を行う子会社などがあります。 

当第1四半期累計において、売上高3,597百万円(前年同期比16.2％増)、営業利益110百万円(同64.5％減)となりま

した。  
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当第1四半期末において、流動資産180,623百万円(前年度末比4.5％減)、固定資産247,673百万円(同1.9％増)、流動

負債107,684百万円(同8.9％減)、固定負債24,364百万円(同5.0％増)、純資産296,249百万円(同1.9％増)となり、総資

産は428,297百万円(同0.9％減)となりました。 

前年度末と比べ増減した主な内容は、次のとおりです。 

売掛金は24,165百万円減少の29,873百万円、開発等未収収益は12,091百万円増加の34,581百万円となりました。当

社グループは工事進行基準に基づき収益を認識していますが、年度末に完了するプロジェクトが比較的多いことか

ら、四半期末の数値は前年度末と比べ、売掛金が小さく開発等未収収益が大きくなる傾向にあります。 

投資有価証券は3,958百万円増加し92,336百万円となりました。これは保有株式の価格上昇によるものです。 

このほか、買掛金が2,559百万円減少の17,938百万円、未払金が1,718百万円減少の3,000百万円、未払費用が3,510

百万円増加の8,354百万円、未払法人税等が6,433百万円減少の4,884百万円、賞与引当金が6,727百万円減少の7,093百

万円となりました。 

なお、当第1四半期より「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年5月17日)及び「退職給付に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年5月17日)を早期適用しており、退職給付引当金(前

年度末17,964百万円)に代えて、退職給付に係る資産613百万円及び退職給付に係る負債19,137百万円を計上していま

す。 

  

当第1四半期末の現金及び現金同等物は、前年度末から1,855百万円増加し101,478百万円となりました。 

当第1四半期累計において、営業活動により得られた資金は16,046百万円となり、前年同期と比べ381百万円少なく

なりました。営業利益が増加し、また仕入債務の増減額が増加に転じた一方で、売上債権の減少額が少なくなりまし

た。 

投資活動による支出は10,314百万円となり、前年同期と比べ9,248百万円少なくなりました。主な投資内容は、デー

タセンター関連の有形固定資産の取得、共同利用型システムの開発に伴う無形固定資産の取得でした。 

財務活動による支出は3,980百万円となり、前年同期と比べ475百万円少なくなりました。主な支出の内容は配当金

の支払いでした。 

  

(2) 連結財政状態に関する定性的情報

<資産、負債及び純資産の状況>

<キャッシュ・フローの状況>
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国内景気は、昨年末からの円安・株高基調を背景に、持ち直しています。 

当社グループの業績は、株式市場の活況を受け、運用サービスが証券業向けを中心に好調に推移し、第1四半期の売

上高は想定を上回るペースで伸びました。また、足元の受注状況も好調であり、金融ＩＴソリューションやＩＴ基盤

サービスで大きく伸びています。 

これらを勘案し、平成25年4月25日に公表した業績予想等を、次のとおり修正します。 

  

(Ⅰ)通期 業績見通し 

① 平成26年3月期 連結業績 

(単位：百万円)

  

② 平成26年3月期 個別業績 

(単位：百万円)

  

(Ⅱ) 第2四半期累計 業績見通し 

平成26年3月期第2四半期累計期間 連結業績 

(単位：百万円)

※ 当社は年次で業績管理を行っているため、第2四半期累計期間の予想値はありませんが、過去の傾向等を踏まえた参

考値を開示しています。 

(3) 連結業績予想等に関する定性的情報

  
前回公表予想 

(Ａ) 

今回修正予想 

(Ｂ) 

増減額 

(Ｂ-Ａ) 

増減率 

(％) 

(ご参考)前年度実績 

(平成25年3月期) 

売 上 高  370,000  375,000  5,000  1.4  363,891

営 業 利 益  47,000  49,000  2,000  4.3  44,013

経 常 利 益  48,500  51,500  3,000  6.2  45,854

当 期 純 利 益  30,000  32,000  2,000  6.7  28,610

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 151円81銭  161円76銭      145円28銭  

  
前回公表予想 

(Ａ) 

今回修正予想 

(Ｂ) 

増減額 

(Ｂ-Ａ) 

増減率 

(％) 

(ご参考)前年度実績 

(平成25年3月期) 

売 上 高  340,000  345,000  5,000  1.5  337,340

経 常 利 益  44,500  47,000  2,500  5.6  41,760

当 期 純 利 益  27,500  29,000  1,500  5.5  21,544

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 139円16銭  146円59銭    109円40銭  

  
前回公表予想 

(Ａ) 

今回修正予想 

(Ｂ) 

増減額 

(Ｂ-Ａ) 

増減率 

(％) 

(ご参考)前年度実績 

(平成25年3月期) 

売 上 高  178,000  183,000  5,000  2.8  174,359

営 業 利 益  22,000  23,500  1,500  6.8  20,575

経 常 利 益    23,000  25,500  2,500  10.9  21,565

四 半 期 純 利 益  14,000  16,000  2,000  14.3  13,406
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(Ⅲ) その他 

① 平成26年3月期 セグメント別 連結売上高 

 (単位：百万円)

※ セグメントの内訳は、顧客業種別の売上高です。 

  

② 平成26年3月期 サービス別 連結売上高  

(単位：百万円)

  

(将来に関する記述等についてのご注意) 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記載は、当社が現時点で入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提(仮定)に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。実際の業績等に影響を与える可能性のある重要な要因には、国内外

の経済情勢、ＩＴサービスの市場需要、他社との競争、税制その他諸制度の変更などがありますが、これらに限定され

るものではありません。なお、新たな情報や事象が生じた場合において、当社が業績見通し等を常に見直すとは限りま

せん。 

  

    
前回公表予想 

(Ａ) 

今回修正予想 

(Ｂ) 

増減額 

(Ｂ-Ａ) 

増減率 

(％) 

(ご参考)前年度実績 

(平成25年3月期) 

コ ン サ ル テ ィ ン グ    24,000    24,000  －  －  22,761

金融ＩＴソリューション  220,000  220,000  －  －  219,754

 証 券 業  106,000  111,000  5,000  4.7  115,904

 保 険 業  58,000  51,000  △7,000  △12.1  50,162

 銀 行 業  30,000  30,000  －  －  27,909

 そ の 他 金 融 業 等  26,000  28,000  2,000  7.7  25,778

産業ＩＴソリューション  84,000  84,000  －  －  83,615

 流 通 業  45,000  42,500  △2,500  △5.6  44,806

 製 造 ・ サ ー ビ ス 業 等  39,000  41,500  2,500  6.4  38,808

Ｉ Ｔ 基 盤 サ ー ビ ス  33,000  37,000  4,000  12.1  28,850

そ の 他  9,000  10,000  1,000  11.1  8,910

計  370,000  375,000  5,000  1.4  363,891

  
前回公表予想 

(Ａ) 

今回修正予想 

(Ｂ) 

増減額 

(Ｂ-Ａ) 

増減率 

(％) 

(ご参考)前年度実績 

(平成25年3月期) 

コンサルティングサービス  39,000    38,000  △1,000    △2.6  39,078

開 発 ・ 製 品 販 売  141,000  142,000  1,000  0.7  140,478

運 用 サ ー ビ ス  181,000  185,000  4,000  2.2  174,990

商 品 販 売  9,000  10,000  1,000  11.1  9,344

計  370,000  375,000  5,000  1.4  363,891
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該当事項はありません。 

  

当第1四半期連結累計期間(自 平成25年4月1日  至 平成25年6月30日) 

税金費用の計算 

税金費用については、当第1四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。 

  

当第1四半期連結累計期間(自 平成25年4月1日  至 平成25年6月30日) 

会計方針の変更 

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年5月17日。以下「退職給付会計基準」という。)

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年5月17日)を当第1四半期連

結会計期間から早期適用し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を税効果を調整のうえ純資産の部

(その他の包括利益累計額)に含めて計上し、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債

(ただし年金資産の額が退職給付債務を超える場合には退職給付に係る資産)として計上する方法に変更しまし

た。また、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から

給付算定式基準に変更しました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な扱いに従い、当第1四半期連

結会計期間の期首において、退職給付に係る負債の計上に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係

る調整累計額に、また、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に、それぞれ加

減しています。 

なお、退職給付会計基準等の適用による連結財務諸表への影響は軽微です。 

  

当第1四半期連結累計期間(自 平成25年4月1日  至 平成25年6月30日) 

信託型従業員持株インセンティブ・プランにおける会計処理について 

当社は、従業員(連結子会社の従業員を含む。以下この項において同じ。)に対する中長期的な当社企業価値向

上へのインセンティブ付与及び福利厚生の拡充等により当社の恒常的な発展を促すことを目的として、信託型従

業員持株インセンティブ・プランを平成23年3月に導入しました。 

当プランは、ＮＲＩグループ社員持株会に加入する全ての従業員を対象に、当社株式の株価上昇メリットを還

元するインセンティブ・プランです。当プランを実施するために設定されたＮＲＩグループ社員持株会専用信託

(以下この項において「持株会信託」という。)が、信託の設定後5年間にわたりＮＲＩグループ社員持株会が取得

すると見込まれる規模の当社株式を、当社からあらかじめ一括して取得し、ＮＲＩグループ社員持株会の株式取

得に際して当該株式を売却していきます。株価が上昇し信託終了時に持株会信託内に利益がある場合には、受益

者の拠出割合に応じて金銭が分配されます。なお、当社は持株会信託が当社株式を取得するために行った借入れ

について保証しており、信託終了時に借入債務が残っている場合には保証契約に基づき当社が弁済することにな

ります。 

会計処理については、当社と持株会信託は一体であるとする会計処理を採用しており、持株会信託の資産及び

負債並びに費用及び収益についても連結財務諸表に含めて計上しています。そのため、持株会信託が保有する当

社株式は当社の自己株式として、持株会信託の借入れは当社の借入れとして処理しています。また、当社が持株

会信託に当社株式を売却した時点では自己株式の譲渡を認識せず、その後、持株会信託がＮＲＩグループ社員持

株会へ売却する都度、自己株式の譲渡として処理します。持株会信託の株式売却益相当額等は、信託終了後に受

益者へ分配されることから、当該発生年度の費用として処理します。 

なお、当第1四半期連結会計期間末において持株会信託が保有する当社株式は3,308,200株です。 

  

2. サマリー情報(注記事項)に関する事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(4) 追加情報
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3. 四半期連結財務諸表 
(1) 四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年3月31日) 

当第1四半期連結会計期間 
(平成25年6月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,273 11,318

売掛金 54,039 29,873

開発等未収収益 22,489 34,581

有価証券 90,185 91,066

商品 219 859

仕掛品 4 126

前払費用 2,903 4,968

繰延税金資産 7,291 7,330

その他 1,898 561

貸倒引当金 △73 △63

流動資産合計 189,233 180,623

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 78,755 80,780

減価償却累計額 △38,253 △39,501

建物及び構築物（純額） 40,502 41,279

機械及び装置 29,246 29,401

減価償却累計額 △24,982 △25,305

機械及び装置（純額） 4,263 4,095

工具、器具及び備品 26,533 26,435

減価償却累計額 △20,053 △20,106

工具、器具及び備品（純額） 6,479 6,329

土地 12,140 12,153

リース資産 545 508

減価償却累計額 △475 △451

リース資産（純額） 69 57

有形固定資産合計 63,456 63,915

無形固定資産   

ソフトウエア 35,458 32,989

ソフトウエア仮勘定 5,656 7,486

その他 1,738 1,864

無形固定資産合計 42,854 42,339

投資その他の資産   

投資有価証券 88,378 92,336

関係会社株式 10,441 11,638

長期貸付金 7,937 7,966

従業員に対する長期貸付金 73 66

リース投資資産 436 429

差入保証金 10,839 10,959

退職給付に係る資産 － 613

繰延税金資産 14,381 13,851

その他 4,265 3,602

貸倒引当金 △46 △47

投資その他の資産合計 136,705 141,418

固定資産合計 243,016 247,673

資産合計 432,249 428,297
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年3月31日) 

当第1四半期連結会計期間 
(平成25年6月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 20,497 17,938

1年内償還予定の新株予約権付社債 49,996 49,996

1年内返済予定の長期借入金 2,453 2,453

リース債務 268 248

未払金 4,719 3,000

未払費用 4,843 8,354

未払法人税等 11,318 4,884

未払消費税等 2,980 1,940

前受金 5,183 6,579

賞与引当金 13,820 7,093

資産除去債務 3 －

その他 2,104 5,196

流動負債合計 118,190 107,684

固定負債   

長期借入金 4,250 4,250

リース債務 341 330

繰延税金負債 38 40

退職給付引当金 17,964 －

退職給付に係る負債 － 19,137

資産除去債務 601 604

固定負債合計 23,196 24,364

負債合計 141,386 132,048

純資産の部   

株主資本   

資本金 18,600 18,600

資本剰余金 14,800 14,978

利益剰余金 305,058 308,851

自己株式 △65,380 △64,236

株主資本合計 273,077 278,193

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 17,937 20,618

為替換算調整勘定 △1,640 △1,402

退職給付に係る調整累計額 － △2,251

その他の包括利益累計額合計 16,296 16,965

新株予約権 1,410 1,022

少数株主持分 78 68

純資産合計 290,862 296,249

負債純資産合計 432,249 428,297
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(2) 四半期連結損益及び包括利益計算書 
(第1四半期連結累計期間) 

（単位：百万円）

前第1四半期連結累計期間 
(自 平成24年4月 1日 
 至 平成24年6月30日) 

当第1四半期連結累計期間 
(自 平成25年4月 1日 
 至 平成25年6月30日) 

売上高 84,411 88,250

売上原価 61,605 62,498

売上総利益 22,806 25,752

販売費及び一般管理費 ※  14,560 ※  15,241

営業利益 8,246 10,510

営業外収益   

受取利息 93 82

受取配当金 717 1,196

投資事業組合運用益 1 0

持分法による投資利益 45 424

その他 34 45

営業外収益合計 892 1,750

営業外費用   

支払利息 14 9

投資事業組合運用損 － 0

その他 47 1

営業外費用合計 61 11

経常利益 9,077 12,249

特別利益   

投資有価証券売却益 － 35

新株予約権戻入益 157 296

特別利益合計 157 331

特別損失   

投資有価証券評価損 68 15

特別損失合計 68 15

税金等調整前四半期純利益 9,166 12,565

法人税、住民税及び事業税 3,466 4,770

法人税等合計 3,466 4,770

少数株主損益調整前四半期純利益 5,699 7,795

少数株主損失（△） － △9

四半期純利益 5,699 7,804

少数株主損失（△） － △9

少数株主損益調整前四半期純利益 5,699 7,795

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,569 2,690

為替換算調整勘定 △311 221

退職給付に係る調整額 － 13

持分法適用会社に対する持分相当額 △5 9

その他の包括利益合計 △1,886 2,934

四半期包括利益 3,813 10,729

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,813 10,739

少数株主に係る四半期包括利益 － △9
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第1四半期連結累計期間 
(自 平成24年4月 1日 
 至 平成24年6月30日) 

当第1四半期連結累計期間 
(自 平成25年4月 1日 
 至 平成25年6月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 9,166 12,565

減価償却費 7,441 7,111

貸倒引当金の増減額（△は減少） △24 △10

受取利息及び受取配当金 △810 △1,279

支払利息 14 9

投資事業組合運用損益（△は益） △1 △0

持分法による投資損益（△は益） △45 △424

投資有価証券売却損益（△は益） － △35

投資有価証券評価損益（△は益） 68 15

新株予約権戻入益 △157 △296

売上債権の増減額（△は増加） 21,139 13,569

たな卸資産の増減額（△は増加） △103 △762

仕入債務の増減額（△は減少） △3,222 1,010

未払消費税等の増減額（△は減少） 306 △1,040

賞与引当金の増減額（△は減少） △7,309 △6,727

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,046 △17,568

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 16,779

差入保証金の増減額（△は増加） 90 △114

その他 △211 2,684

小計 25,295 25,484

利息及び配当金の受取額 853 1,674

利息の支払額 △1 △0

法人税等の支払額 △9,720 △11,112

営業活動によるキャッシュ・フロー 16,427 16,046

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △14 △35

定期預金の払戻による収入 198 －

有価証券の売却及び償還による収入 4,100 －

有形固定資産の取得による支出 △8,668 △5,076

有形固定資産の売却による収入 0 0

無形固定資産の取得による支出 △4,870 △4,403

無形固定資産の売却による収入 0 －

資産除去債務の履行による支出 △3 △0

投資有価証券の取得による支出 △10,314 △53

投資有価証券の売却及び償還による収入 1 8

関係会社株式の取得による支出 － △759

従業員に対する長期貸付金の回収による収入 7 6

投資活動によるキャッシュ・フロー △19,563 △10,314

財務活動によるキャッシュ・フロー   

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △30 △24

自己株式の処分による収入 643 1,151

配当金の支払額 △5,069 △5,107

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,456 △3,980

現金及び現金同等物に係る換算差額 △214 104

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,806 1,855

現金及び現金同等物の期首残高 77,043 99,623

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  69,237 ※  101,478

(株)野村総合研究所(4307)平成26年3月期 第1四半期決算短信

- 11 -



 該当事項はありません。 

  

Ⅰ 前第1四半期連結累計期間(自 平成24年4月1日 至 平成24年6月30日) 

1. 配当金支払額 

(注) 配当金の総額は、ＮＲＩグループ社員持株会専用信託に対する配当金支払額 百万円を含んでいません。 

  

2. 株主資本の金額の著しい変動 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第1四半期連結累計期間(自 平成25年4月1日 至 平成25年6月30日) 

1. 配当金支払額 

(注) 配当金の総額は、ＮＲＩグループ社員持株会専用信託に対する配当金支払額 百万円を含んでいません。 

  

2. 株主資本の金額の著しい変動 

該当事項はありません。 

  

(4) 四半期連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

(株主資本等関係(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記))

(決議) 株式の種類 配当金の総額
1株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年5月17日 

取締役会 
普通株式 百万円 5,100 円 26 平成24年3月31日 平成24年6月4日 利益剰余金

126

(決議) 株式の種類 配当金の総額
1株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年5月15日 

取締役会 
普通株式 百万円 5,137 円 26 平成25年3月31日 平成25年6月3日 利益剰余金

91
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※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次のとおりです。 

(単位:百万円)

  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りです。 

(単位：百万円)

   

(四半期連結損益及び包括利益計算書関係)

  
前第1四半期連結累計期間 
(自 平成24年4月 1日 
  至 平成24年6月30日)  

当第1四半期連結累計期間 
(自 平成25年4月 1日 
  至 平成25年6月30日)  

貸倒引当金繰入額  △23  △10

役員報酬  221  229

給料及び手当  4,156  4,299

賞与引当金繰入額  1,914  2,241

退職給付費用  627  654

福利厚生費  937  1,264

教育研修費  511  489

不動産賃借料  1,194  1,203

事務委託費  1,995  1,964

事務用品費  862  630

減価償却費  292  247

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

  
  
  

前第1四半期連結累計期間 
(自 平成24年4月 1日 
 至 平成24年6月30日) 

当第1四半期連結累計期間 
(自 平成25年4月 1日 
 至 平成25年6月30日) 

現金及び預金勘定  10,739  11,318

有価証券勘定  66,671  91,066

預入期間が3か月を超える定期預金  △478  △906

取得日から償還日までの期間が3か月を超える債券等  △7,695  －

現金及び現金同等物  69,237  101,478
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【セグメント情報】 

Ⅰ 前第1四半期連結累計期間(自 平成24年4月1日 至 平成24年6月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

(単位:百万円) 

(注)1. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、システム開発や運用サービスの提供

を行う子会社などから構成されています。 

2. セグメント利益の調整額に重要なものはありません。 

3. セグメント利益は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っています。 

   

Ⅱ 当第1四半期連結累計期間(自 平成25年4月1日 至 平成25年6月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

(単位:百万円) 

(注)1. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、システム開発や運用サービスの提供

を行う子会社などから構成されています。 

2. セグメント利益の調整額に重要なものはありません。 

3. セグメント利益は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っています。 

   

(セグメント情報等)

  

  

報告セグメント 

その他

(注)1 
合計 

調整額 

(注)2 

四半期連結
財務諸表 
計上額 

(注)3 

コンサル
ティング 

金融ＩＴ
ソリュー
ション 

産業ＩＴ
ソリュー
ション 

ＩＴ基盤
サービス

計 

売上高                                               

外部顧客への売上高   4,604 51,220 19,631 6,671 82,127 2,282  84,410  1 84,411

セグメント間の内部売上高
又は振替高  

 27 33 30 18,720 18,811 813  19,625  △19,625 －

計  4,631 51,254 19,661 25,391 100,939 3,096  104,036  △19,624 84,411

セグメント利益又は損失(△)  △147 3,631 1,120 2,822 7,426 310  7,736  509 8,246

  

  

報告セグメント 

その他

(注)1 
合計 

調整額 

(注)2 

四半期連結
財務諸表 
計上額 

(注)3 

コンサル
ティング 

金融ＩＴ
ソリュー
ション 

産業ＩＴ
ソリュー
ション 

ＩＴ基盤
サービス

計 

売上高                                               

外部顧客への売上高   5,028 51,764 20,686 8,344 85,823 2,427  88,250  － 88,250

セグメント間の内部売上高
又は振替高  

 74 22 14 17,728 17,840 1,170  19,010  △19,010 －

計  5,103 51,787 20,700 26,072 103,663 3,597  107,261  △19,010 88,250

セグメント利益  229 6,059 1,650 1,981 9,920 110  10,030  480 10,510
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金融商品の時価等に関する事項 

四半期連結貸借対照表計上額(連結貸借対照表計上額)、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていません((注)2.参照)。 

  

前連結会計年度(平成25年3月31日) 

(単位：百万円) 

※1：新株予約権付社債は、1年内償還予定のものです。 

※2：長期借入金には、1年内返済予定の長期借入金 百万円を含めています。 

  

当第1四半期連結会計期間(平成25年6月30日) 

(単位：百万円) 

※1：新株予約権付社債は、1年内償還予定のものです。 

※2：長期借入金には、1年内返済予定の長期借入金 百万円を含めています。 

  

(金融商品関係)

  連結貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金  10,273  10,273  －

(2) 売掛金  54,039  54,039  －

(3) 開発等未収収益  22,489  22,489  －

(4) 有価証券、投資有価証券及び

関係会社株式 
 180,870  178,257  △2,613

(5) 長期貸付金  7,937  8,367  429

資産計  275,611  273,427  △2,183

(1) 買掛金  20,497  20,497  －

(2) 新株予約権付社債 ※1  49,996  49,996  －

(3) 長期借入金 ※2  6,703  6,703  －

負債計  77,197  77,197  －

2,453

  
四半期連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1) 現金及び預金  11,318  11,318  －

(2) 売掛金  29,873  29,873  －

(3) 開発等未収収益    34,581  34,581  －

(4) 有価証券、投資有価証券及び

関係会社株式 
 186,820  183,584  △3,235

(5) 長期貸付金  7,966  8,342  375

資産計  270,561  267,701  △2,860

(1) 買掛金  17,938  17,938  －

(2) 新株予約権付社債 ※1  49,996  51,870  1,874

(3) 長期借入金 ※2  6,703  6,703  －

負債計  74,637  76,512  1,874

2,453
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(注)1. 金融商品の時価の算定方法に関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金 

預金は全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。 

(2) 売掛金 

売掛金はおおむね短期であり、また、長期のものについては信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価

値をもって計上しており、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。 

(3) 開発等未収収益 

開発等未収収益はおおむね短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってい

ます。 

(4) 有価証券、投資有価証券及び関係会社株式 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示され

た価格によっています。 

(5) 長期貸付金 

建設協力金であり、時価はその将来キャッシュ・フローを残存期間に対応するリスクフリー・レートで割り引い

た現在価値により算定しています。 

  

負債 

(1) 買掛金 

買掛金はおおむね短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。 

(2) 新株予約権付社債 

新株予約権付社債の時価は、取引所の価格によっています。 

(3) 長期借入金 

長期借入金は、変動金利によるものであり、短期間で市場金利が反映されるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっています。 

  

(注)2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、上表の 

「資産 (4)有価証券、投資有価証券及び関係会社株式」には含まれていません。 

(単位：百万円) 

※1：非上場株式等については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価評価

していません。なお、非上場株式等には、関連会社株式が前連結会計年度において1,069百万円、当第1四半期連

結会計期間において 百万円含まれています。 

※2：投資事業組合等への出資金のうち、組合財産の全部又は一部が、非上場株式など市場価格がなく時価を把握する

ことが極めて困難と認められるもので構成されているものについては、その非上場株式等部分については時価評

価していません。 

   

区分 
前連結会計年度 

(平成25年3月31日) 

当第1四半期連結会計期間 

(平成25年6月30日) 

非上場株式等 ※1  7,959  8,000

投資事業組合等への出資金 ※2  175  220

1,069

(株)野村総合研究所(4307)平成26年3月期 第1四半期決算短信

- 16 -



1. その他有価証券 

前連結会計年度(平成25年3月31日) 

(単位：百万円) 

(注) 1. 上表の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額です。 

2. 上表には、時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券が含まれています。 

  

当第1四半期連結会計期間(平成25年6月30日) 

(単位：百万円) 

(注) 1. 上表の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額です。 

2. 上表には、時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券が含まれています。 

    

2. 減損処理を行った有価証券 

前連結会計年度において、有価証券について68百万円(その他有価証券で時価を把握することが極めて困難と認めら

れる株式)の減損処理を行っています。 

当第1四半期連結累計期間において、有価証券について15百万円(その他有価証券で時価を把握することが極めて困

難と認められる株式)の減損処理を行っています。 

なお、減損処理に当たっては、時価のある有価証券については、原則として、連結決算日(四半期連結決算日を含

む。以下この項において同じ。)における時価が取得原価に比べて30％以上下落したものについて、回復する見込みが

あると認められる場合を除き、減損処理を行っています。時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券に

ついては、原則として、連結決算日における実質価額が取得原価に比べて50％以上低下したものについて、回復する

見込みがあると認められる場合を除き、減損処理を行っています。 

  

(有価証券関係)

  取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

(1) 株式  17,506  43,263  25,757

(2) 債券    

国債・地方債等  45,451  45,516  64

(3) その他  90,410  90,361  △48

計  153,367  179,141  25,773

  取得原価 
四半期連結貸借対照表 

計上額 
差額 

(1) 株式  17,532  47,458  29,925

(2) 債券    

国債・地方債等  55,373  55,387  14

(3) その他  81,333  81,287  △46

計  154,239  184,133  29,894
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1株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、次のとおりです。 

(注)1. ＮＲＩグループ社員持株会専用信託が保有する当社株式を自己株式に含めて計算しています。 

なお、各期末において当該信託が保有する当社株式数は、前第1四半期連結会計期間末4,493,700株、当第1四半

期連結会計期間末3,308,200株です。 

2. 潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式全てを記載しています。  

  

該当事項はありません。 

  

(1株当たり情報)

  
前第1四半期連結累計期間 
(自 平成24年4月 1日 
至 平成24年6月30日) 

当第1四半期連結累計期間 
(自 平成25年4月 1日 
至 平成25年6月30日) 

(1) 1株当たり四半期純利益金額 円 銭 29 3 円 銭 39 45

(算定上の基礎)     

四半期純利益金額(百万円)  5,699  7,804

普通株主に帰属しない金額 

(百万円) 
 －  －

普通株式に係る四半期純利益金額

(百万円) 
 5,699  7,804

普通株式の期中平均株式数 

(千株) (注)1 
 196,331  197,828

(2) 潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益金額 
円 銭 27 37 円 銭 37 12

(算定上の基礎)     

四半期純利益調整額(百万円)  －  －

普通株式増加数(千株)  11,943  12,419

(うち新株予約権付社債)   (11,839)  (11,839)

(うち新株予約権)  (103)  (580)

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後1株当たり四半期純利益金額の

算定に含めなかった潜在株式で、前連

結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要 (注)2 

① 第6回新株予約権  株 

② 第8回新株予約権  株 

③ 第10回新株予約権 株 

④ 第12回新株予約権 株 

⑤ 第14回新株予約権 株 

⑥ 第16回新株予約権 株 

280,000

315,000

335,000

440,000

445,000

392,500

① 第6回新株予約権        株 

(平成25年6月30日権利行使期間満了) 

② 第8回新株予約権  株 

  

0

262,500

(重要な後発事象)
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(1) 生産実績 

当第1四半期連結累計期間におけるセグメントごとの生産実績は次のとおりです。 

(注)1. 金額は製造原価によっています。各セグメントの金額は、セグメント間の内部振替前の数値であり、調整額で内

部振替高を消去しています。 

2. 外注実績は次のとおりです。なお、外注実績の割合は、生産実績に対する割合を、中国企業への外注実績の割合

は、総外注実績に対する割合を記載しています。 

  

(2) 受注状況 

当第1四半期連結累計期間におけるセグメントごとの受注状況(外部顧客からの受注金額)は次のとおりです。 

(注)1. 金額は販売価格によっています。 

2. 継続的な役務提供サービスや利用度数等に応じて料金をいただくサービスについては、各年度末時点で翌年度の

売上見込額を受注額に計上しています。 

3. 「その他」には調整額が含まれています。 

  

4. 補足情報

生産、受注及び販売の状況

セグメントの名称 
金額 

(百万円) 

前年同期比 

(％) 

コンサルティング  2,677  1.9

金融ＩＴソリューション  38,794  △6.0

産業ＩＴソリューション  15,095  2.1

ＩＴ基盤サービス  19,745  4.2

その他  2,670  31.2

小 計  78,982  △0.9

調整額  △19,095  －

計  59,887  △0.6

  前第1四半期連結累計期間 当第1四半期連結累計期間 
前年同期比 

(％)   
金額 

(百万円) 

割合 

(％) 

金額 

(百万円) 

割合 

(％) 

外注実績  30,432  50.5  28,900  48.3  △5.0

うち、中国企業への外注実績  4,750  15.6  4,459  15.4  △6.1

セグメントの名称 

受注高 受注残高 

金額 

(百万円) 

前年同期比 

(％) 

金額 

(百万円) 

前年同期比 

(％) 

コンサルティング  8,053  16.8  7,666  30.5

金融ＩＴソリューション  41,442  21.4  108,324  15.9

産業ＩＴソリューション  10,946  △37.1  41,191  △0.3

ＩＴ基盤サービス  17,880  343.0  23,758  84.8

その他  3,225  △17.3  3,371  △7.7

計  81,550  22.9  184,311  17.2
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(3) 販売実績 

① セグメント別販売実績 

当第1四半期連結累計期間におけるセグメントごとの外部顧客への売上高は次のとおりです。 

(注) 「その他」には調整額が含まれています。 

  

② 主な相手先別販売実績 

前第1四半期連結累計期間及び当第1四半期連結累計期間における主な相手先別の売上高及び当該売上高の連結

売上高に対する割合は次のとおりです。 

(注) 相手先別の売上高には、相手先の子会社に対するもの及びリース会社等を経由したものを含めています。 

  

③ サービス別販売実績 

当第1四半期連結累計期間におけるサービスごとの外部顧客への売上高は次のとおりです。 

  

セグメントの名称 
金額 

(百万円) 

前年同期比 

(％) 

コンサルティング  5,028  9.2

金融ＩＴソリューション  51,764  1.1

産業ＩＴソリューション  20,686  5.4

ＩＴ基盤サービス  8,344  25.1

その他  2,427  6.3

計  88,250  4.5

相手先 

前第1四半期連結累計期間 当第1四半期連結累計期間 
前年同期比 

(％) 金額 

(百万円) 

割合 

(％) 

金額 

(百万円) 

割合 

(％) 

野村ホールディングス㈱  23,444  27.8  20,500  23.2  △12.6

㈱セブン＆アイ・ホールディングス  10,374  12.3  9,678  11.0  △6.7

サービスの名称 
金額 

(百万円) 

前年同期比 

(％) 

コンサルティングサービス  8,544  4.2

開発・製品販売  31,503  △2.2

運用サービス  45,732  8.9

商品販売  2,470  23.4

計  88,250  4.5
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